
育児・介護雇用安定等助成金制度の改正について 
 

 

１ 中小企業子育て支援助成金について 

○ 支給期限を平成２２年度までとしていたものを平成２３年度までとす

る。 

○ これまで育児休業取得者、短時間勤務制度の利用者が初めて出た場合

に、２人目まで支給をしていたものを５人目まで支給するものとする。 

○ ２人目以降の支給額を次表のとおり増額する。 

 

 改正前 改正後 

育児休業 ６０万円 ８０万円 

２年超 ６０万円 ８０万円 

１年超２年以下 ４０万円 ６０万円 短時間勤務 

６か月以上１年以下 ２０万円 ４０万円 

 

 

２ 両立支援レベルアップ助成金（ベビーシッター費用等補助コース）につ

いて 

 ○ 平成２１年２月１日から平成２４年３月３１日までの間、労働者が利

用した育児サービスの費用に限り、当該サービスの費用を負担する中小

企業への助成率を２分の１から４分の３に引き上げる。 

 ○ 上記の間、労働者が利用した育児・介護サービスの費用を負担する中

小企業に対する支給限度額について、 

  ・ これまで労働者１人当たり支給限度額が３０万円であったものを４

０万円に 

  ・ これまで１事業所当たり支給限度額が３６０万円であったものを４

８０万円に 

増額する。 
 （労働者１人当たり支給限度額及び１事業所当たり支給限度額については、「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則第３８条の規

定に基づき厚生労働大臣が定める額」（平成１２年労働省告示第４０号）を改正。） 

 

３．施行期日 

 平成２１年２月６日 
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